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記念講演  

『職場のハラスメント ―背景と課題― 』 
 
元 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 
現 公益財団法人２１世紀職業財団会長 

伊 岐 典 子 氏  

 
皆様こんにちは。ただいまご紹介に預かりました伊岐典子でございます。 

 錦秋の京都、労働保険大会にお招きをいただきまして、誠にありがとうござ

います。駅からこちらに来る間にも、ほんとうに深い秋が京都に訪れている雰

囲気を味わわせていただきました。 
 また当団体の堀谷会長様をはじめ、たくさんの皆様にいろいろな面でお世話

になってまいりました。そのことにつきましても、心より御礼を申し上げたい

というふうに思います。 
 会場には労働局の皆様はじめ、私より数段、専門家でらっしゃる方もいらっ

しゃいますが、お許しをいただきまして、１時間ほどお話をさせていただきた

いと思います。どうぞよろしくお願いします。 
 さて本題に入ります前に恐縮ながら、私の働いております公益財団法人２１

世紀職業財団のご紹介をさせていただきたいと思います。 
 １９８６年設立と書いてございますが、この年は男女雇用機会均等法の施行

された年でございます。均等法の趣旨を企業の雇用管理の中に浸透させること

を目的に、経営者団体の皆様のご支援をいただいて、官よりも民に近い立場か

らこれを推進していこうというのが、この団体の設立趣旨でございました。 
 
 以後、幾星霜を経て今日に至っているわけでございますが、その間にはパー

トタイム労働法のもとで、育児・介護休業法に関連する助成金の支給業務を手

広くやらせていただいていた時期がございました。皆様が労働保険事務組合と

して、しっかり労働保険制度の礎を築いていただき、そこで徴収をしていただ

いた原資を使って、いろんな企業さんに助成金を配るという仕事もさせていた

だいたわけでございます。 
 この助成金を支給するという行政代行型法人としての役割は、２０１１年、

２０１２年あたりで幕を閉じました。その原因として、もしかしたらご記憶の

方がいらっしゃるかもしれませんが、事業仕訳というものがありました。実は
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その時事業仕分けのお白洲に引きだされた２１世紀職業財団を所管する局長と

いうのは、ほかならぬ私だったのでございます。 
その結果、４７都道府県に支部があったこの団体を、今度は急速に縮小して、

最初にスタートしたときの精神に立ち返って、世の中のため、特に女性労働者

の活躍推進のため、仕事と生活の両立推進のために、国のお金に頼らず、自主

的な立場で仕事をするようになって、もう６年、７年たっているところでござ

います。 
 その私どもの仕事の中に、ハラスメントのない職場づくりの推進も入ってお

りまして、それなりに幅広くやらせていただいております。 
 一方、４７支部があった時代には、京都にも２１世紀職業財団の支部がござ

いましたが、今現在は、東京にあります本部と大阪にあります関西事務所、こ

の２か所しか拠点がございません。きょう、関西事務所の所長の佐野（佐野由

美氏）が出席をさせていただいておりまして、あそこに座っております。何な

りと、もしご用向きがありましたら、関西事務所のほうにご一報いただければ

と思うしだいでございます。 
 ただ、拠点は二つでも、サービス展開は全国にさせていただいております。

どうやってやってるのと思われるかもしれませんが、全国に私どもは講師陣の

ネットワークを持っておりまして、私どもがいろんな機会に研修をさせていた

だいた方々等が、これは社労士の方々も含むわけでございますけれども。この

ダイバーシティであるとか、ハラスメントの専門能力を高めて、そして２１世

紀職業財団の事業をサポートしてくださっております。そんな形で事業展開を

しているということも、ぜひ頭の片隅にとどめていただいて、機会がありまし

たら、ぜひ２１世紀職業財団の事業にもご参画、ご支援を賜れればありがたい

なというふうに思うしだいでございます。 
 今、申し上げたのが仕事上の自己紹介になるわけでございますが、私の個人

的な京都とのかかわりを少しだけ話させていただきます。 
 私は大阪で勤務していた時代が２年数か月ございますが、京都はあくまでも、

休日に千年の古都を味わいにくるという場所でございました。 
 ただ、もともと私は九州、福岡の出身なんですけれども、だいぶ前の先祖が、

一代だけ、黒田藩に仕える下級武士だったんですけど、武術の修行で京都に参

って、そこで死んでしまったと、そういう先祖が一代だけございました。その

先祖の墓が、今でも知恩院の勢至堂（せいしどう）という所にございます。私

は伊岐家の後継ぎなものですから、その先祖のお墓参りに、１、２年に一度来

ております。これがいちばん個人的には京都とのかかわりの強い部分でござい

ます。 
 知恩院でお墓参りした後は、わらじやの鰻雑炊（うぞうすい）を食べて帰る
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というのが、私のいつもの楽しみでございます。京都というと、わらじやさん

の鰻雑炊になる前の鰻鍋（うなべ）のおいしい、おいしい、おだしの味をつい

思い浮かべてしまうというのが、私と京都のかかわりでございます。ちょっと

余計な話になりましたが。 
 そんなこんなで、きょうは大変うれしく思いながらここに参りました。あま

り、余談をしていると、時間が迫ってまいりますので、本題に入ってまいりた

いと思います。 
 本日の話の内容は、この５本の柱で展開させていただきたいというふうに思

います。ご覧になれば、だいたいとても真面目な内容だと思っていただけると

思います。 
 なぜそう申し上げるかと言えば、ハラスメントについては、ともすると揶揄

的な、あるいはおもしろおかしく捉えられることがございます。ですが、きょ

う最終的に皆様にお伝えしたいのは、ハラスメントというのは、ほんとうに重

要な経営問題なんだ、ハラスメント対策というのは、重要な経営課題なんだと

いうことでございます。 
 さて、ハラスメントは今年、いろいろなところで話題になりました。先ほど、

申し上げましたように、ちょっと揶揄的に捉えられる面もありましたが、それ

でもやはりハラスメントという問題が重要だということをわかっていただく意

味では、今年は非常にエポックメーキングな年だったんじゃないかというふう

に思います。 
 この「＃Ｍｅ Ｔｏｏ（ミートゥー）」、もう聞いたことがおありになる方も

いらっしゃるかもしれませんが、ハリウッドの有名なプロデューサーの方が、

次々に女優の方をセクハラして、その被害者の方々が、要は「私たちもこんな

被害にあったのよ」というふうな連帯の声を上げはじめて、そしてその連帯を

するために、ハッシュタグ、この＃（シャープ）の形ですね。このハッシュタ

グを付けてＳＮＳでつながりを持って、どんどん、セクハラはけしからんとい

う話を広げていったというのがございました。 
 このミートゥーというのは、残念ながらあまり日本ではそれほどの広がりに

はならなかったんですけれども、それでも日本で一部の女性がそういうことを

されたということを、報道で目にされた方がいらっしゃるんじゃないかと思い

ます。今年の流行語大賞の３０選の中にこのミートゥーが入ってたというふう

に思います。 
 もう一つ、「セ・パ両リーグ制覇」という言葉を聞いたことがおありの方、い

らっしゃいますか。これ、野球の話じゃないんですよね。どうでしょう、いら

っしゃいますか。 
 実はこれ、セクハラ・パワハラ同時に引き起こすということを、まあちょっ
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と揶揄的に言っている言葉でして、もう２０１０年ぐらいからこんな言葉を使

っていた人たちがいたそうです。私はそのころは知りませんでした。なぜ私が

今知ってるかというと、『ハラスメントゲーム』というテレビドラマが放映され

るようになったからであります。今、ちょうど秋のクールで、オンエアされて

いるのですが、ある企業のコンプライアンス室長に任命された男性が、さまざ

まな形のハラスメントを解決していくというドラマです。これはテレビ東京の

番組で、関西地区でどのくらい放映されてるかわからないんですが、テレビ大

阪では放映されてると聞いてます。 
 このドラマをご覧になった方、いらっしゃいますか。 
 はい、ありがとうございます。お一人いらっしゃいますね。 
 これはほんとうに参考になるので、もし企業経営に携わってらっしゃる方、

動画などを探して、ぜひご覧になるとよろしいかと思います。唐沢寿明さんが

主演されています。毎回、毎回、私も勉強させられます。 
 このドラマで出てきたのが、先ほどのセ・パ両リーグ制覇。例えば男性の上

司が女性の部下を無理やり食事に誘って、その場所でいろいろな卑わいな言葉

を浴びせたりして、さらに仕事上の叱責をしてその方にプレッシャーを与えた

りということになりますと、それは同時にパワハラもセクハラもしてしまった

ということになるわけでございます。決してそれは発生の確率が低いことでは

なくて、もしかしたら、うっかり企業の男性の管理者の方などが起こしてしま

うかもしれないハラスメントになるわけでございます。まあちょっとこれはネ

ーミングが揶揄的なんですが。 
今、ハラスメントと名の付くものは、もうほんとうに何十もございまして、

リスハラ、ハラハラ、モラハラ、そしてジタハラ。この中で、どれか一つでも

何となく意味が想像できるものがありますかね。 
 リスハラは、リストラハラスメントですね。リストラするために、その辞め

させたい人を脅したり、すかしたりして辞めさせるわけですけど、その過程で

ハラスメントが起こる。 
 ハラハラってちょっと変なんですけど、要は「あなたのやってること、それ、

ハラスメントですよ」と言って、ハラスメントを受けた人が逆に脅しをかける。 
 それからモラハラ。これはちょっとパワハラと区別がつきにくいんですが、

必ずしも職場の上司、同僚とかそういうことではなくて、夫婦間とか友達間で

も、無視したり、あるいは社会的にちょっと許されないようなさげすんだ言葉

を投げかけたりといったことであります。 
ジタハラといいますと、これは時短ハラスメントですね。どうやったって仕

事が終わらないぐらいの量の負荷をかけておきながら、「早く帰れ。今、時短し

なきゃいけないんだ。遅くまで席に残ってるやつは処分だぞ」なんていうふう
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に脅しをかけると、これはジタハラだということになるそうでして、まあこの

言葉も別にテクニカルタームでもなければ、法律上こう書いてあるわけでもな

いんですけれども、この『ハラスメントゲーム』という番組で全部出てきた言

葉であります。 
 ですから、何を言いたいかというと、自分の言っている言葉が、あるいは管

理者あるいは従業員が投げかけている言葉が、あるいは行ってる行動が、ハラ

スメントにあたるかどうか、常に経営側としては気にしていなければいけない

時代になったということを私は申し上げたいわけであります。 
 ただ、リスハラもジタハラもハラハラも、全部説明しておりますと、時間が

いくらあっても足りませんので、ハラスメントの種類については、今回は主と

して三つ、お話をしていきたいと思います。セクシュアルハラスメント、それ

からマタニティーハラスメント等、パワーハラスメント。まあその他について

もほんのちょっと触れますけども、この三つをまずお話してまいりたいという

ふうに思います。 
 さてセクシュアルハラスメントですが、まあこれがいちばん最初に日本で有

名になった言葉であります。覚えてらっしゃる方もいらっしゃるかもしれませ

んが、平成元年、平成の初めに流行語大賞を取った言葉です。別に流行語大賞

を取ったと威張れるものではないんですけども。 
 このセクシュアルハラスメントですが、先ほど申し上げたような男性上司と、

それから女性の部下という関係だけで今や済まされなくなっています。そのこ

とを次のページでご紹介しますが、その前に、これは、実は今現在、男女雇用

機会均等法第１１条で定義規定が設けられております。だいたい世の中の方に

ご説明するときは、対価型と環境型というのがあるよというお話をするわけで

ありますが、定義は上の四角の中に書いてありますように、職場において、労

働者の意に反する性的な言動が行われ、拒否したり抵抗したりすることで不利

益を受けたり、職場の環境が不快なものとなること。この「不利益を受けたり」

の部分が対価型、そして「環境が不快なものになること」というのが、いわゆ

る環境型でございます。 
 例えば、性的な誘い。ホテルに行こうよと誘って、断ったら解雇された。こ

れはいちばん典型的な対価型であります。 
 わいせつな図画、内容のヌードのポスターを職場に貼ってるなんていうのが、

まさに環境型でありますが、もうこの言葉もだいぶ皆さんに浸透してきたかと

思います。 
 ですので、きょうご説明の中で注力したいのはこの部分ですね。要は、被害

者は女性、加害者は男性に限らないという時代になったということをご紹介し

たいというふうに思うわけです。 
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 どういうことかというと、今ＬＧＢＴという言葉はかなり世の中に浸透して

まいりました。レズビアン、ゲイ、バイセクシャアル、トランスジェンダーの

全部頭文字を合わせたものでございまして、性的マイノリティーのことをいい

ます。 
 右側のＳＯＧＩ。これは「ソジ」と読むんだそうですが、これはちょっとま

だなかなか浸透してないかもしれません。ＳＯというのは、セクシュアルオリ

エンテーション、性的指向。どっちの性を好きになるか。それからＧＩという

のは、ジェンダーアイデンティティー、これは性自認。自分は女性であるとか

男性であるというふうに自認している性であります。これがいろんな組み合わ

せで起こってくる、起こりうるというのが、今現在の認識であります。 
 ＮＨＫでことしの１月に、『女子的生活』というテレビドラマがありました。

これはＮＨＫとしては珍しくトランスジェンダーをテーマに扱った番組でした。

このトランスジェンダーの主人公、これは本来の性は男性だけども、自分での

性自認は女性だと思っている。ですから、ジェンダーアイデンティティーは女

性。そして、その次がトリッキーなんですけど、その主人公は男性を好きにな

るかと思えばそうではなくて、このジェンダーアイデンティティーが女性であ

る男性が好きになる相手、セクシュアルオリエンテーションは女性だったんで

すね。もうちょっとこんがらがってよくわからないんですけども。そういうこ

とも世の中にはありうるのだということを、私はこのテレビ番組で勉強させて

もらいました。このごろのテレビ番組はほんとうに勉強になりますね。 
 そんなことでございまして、均等法ではこういうものがすべて、セクシュア

ルハラスメントの加害者にも、それから被害者にもなりうるというふうに解釈

をしております。もともとは男性の女性に対するハラスメントについてのみ法

律の規定の対象でした。１９９９年から事業主はそういうことを防ぐ配慮をし

なければいけないという配慮義務が入ったわけですけれども、その後、２００

７年に、別に被害者は女性とは限らない。男性が女性に、あるいは女性が男性

にセクハラをすることもありうるということで、そういう解釈になりました。

男性に対する性差別も禁止するという均等法の改正とともにそうなりました。

そして２０１４年でしたか、今度は異性間のハラスメントに限らず、同性、ま

さに先ほど言ったレズビアンとかゲイといった形でセクハラを同性がすること

もあるわけですから、そういうものは当然含みますということになりました。

そして昨年、ＬＧＢＴ、ＳＯＧＩのいろんな形での相互の関係を全部対象にな

るということが指針に明示されたところでございまして、どんどんこのセクハ

ラの対象が広がってるというか、我々が今まであまり思い起こさなかった性的

マイノリティーの方々のセクハラ被害についても、しっかり見ていくというふ

うになっているわけでございます。 

－ 7 －



7 
 

 連合が２０１６年に初めて調査をした結果を見ますと、日本のＬＧＢＴ、性

的マイノリティーの当事者は、実は８パーセントほどいらっしゃる。これは、

１０００人ぐらいの対象者を調査した結果ですので、どのぐらいの正確性があ

るかわかりませんが、そういうことです。それから、その職場におけるＬＧＢ

Ｔ関連のハラスメントを受けたり、見聞きしたりした方というのも、実は２割

強もいらっしゃる。そして、ＬＧＢＴが身近にいると思っている人については、

見聞きした人の割合はもっと高い確率で、６割にもなるということがわかって

おります。ですからセクシュアルハラスメントについては、基本の「き」の部

分をしっかり認識していただくと同時に、最近のこのような性的マイノリティ

ーについての問題も、皆様にはぜひぜひ、お見知りいただきたいというふうに

思うしだいでございます。 
 次に、マタニティーハラスメント等と書いてありますが、実はマタハラとい

うのは、比較的近年注目されるようになってきた話題でございます。ここにあ

りますように、２０１４年にはいわゆるマタハラに関する最高裁判決というの

が出まして、妊娠・出産・育児休業・介護休業などに関するハラスメントにつ

いての問題意識が高まりまして、それで法改正も行われて、今、男女雇用機会

均等法と育児・介護休業法に、それぞれ妊娠・出産であるとか、あるいは育児

休業・介護休業に関連するハラスメントを防止したり、対応する措置義務が事

業主に課されるようになっているところでございます。 
 ここに整理しましたように、状態への嫌がらせ型、それと制度利用等への嫌

がらせ型の２種類がございます。 
 状態への嫌がらせ型は、簡単ですよね、妊娠してる状態、あるいは出産した

ということ。そういうことを理由に、解雇、その他、不利益取扱いを示唆する

言動、あるいはその嫌がらせなどをする言動でございます。もしほんとうに解

雇や不利益取り扱いをしてしまうと、ハラスメントにとどまらず、妊娠・出産

を理由とした解雇や不利益取扱いとして、直接、均等法で禁止されております。

ただハラスメントについては、直接の禁止規定ではなくて、これは事業主にそ

れを防止したり対応する義務が、措置義務が生じる。この違いがございますの

で、ぜひご留意ください。もし実際に不利益に取り扱ってしまえば、直ちにそ

れは禁止規定違反になるということですね。 
 同じく、育児休業・介護休業も同じでございまして、不利益取扱いを示唆す

る言動がマタニティーハラスメント等。なんで「等」にしてるかというと、介

護休業も入ってますし、当然ですが、女性だけではなくて、お父さんが育児休

業を取ろうとしたときのハラスメントも対象になりますから、パタニティーハ

ラスメントというようなものもこの中に含まれますので、「等」というふうに書

きました。いずれにしても、こういうものも法令上、事業主が措置をしなけれ
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ばいけない対象のハラスメントだということを覚えておいていただければあり

がたく思います。 
 以上、この二つが、もうすでに事業主が対応しなければいけないというふう

に法制化されているハラスメントでありますが、じゃあ、どのくらいほんとう

に起こってるのかということになりますと、実はこのグラフを見ていただけれ

ばわかるように、均等法に関する相談のトップがセクハラです。実は均等法と

いうのは、もちろん本来的には性差別を禁止する。募集・採用・配置・昇進、

あるいは定年・解雇等で男女の差別をすることを禁止するのが主眼というか、

中心的な内容のはずですが、その部分の相談よりもはるかに多くのご相談がセ

クハラについて、労働局の雇用環境・均等室に寄せられているということでご

ざいます。第２位がなんと妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い。先ほど言

いましたね、ハラスメントと紙一重の、これは禁止規定の対象となっておりま

す不利益取扱い。 
 そして、一つ置いて４番目が、やはり妊娠・出産等に関するハラスメントと

いうことで、いかにこのハラスメントというのが、労働者の方々の生活に非常

に深刻な問題を与えているかということがわかるわけでございます。 
 次の三つ目のジャンルにいきたいと思いますけど、これがパワーハラスメン

ト。 
 最初の二つは、事業主さんがしっかり措置をしなければいけないことが、法

令上すでに書かれているわけですが、このパワーハラスメントについては、そ

ういうことがまだ書かれていないジャンルのハラスメントです。ただ、非常に

問題だということはずうっと議論されてきておりまして、ここに書いてありま

すように、厚生労働省でも長らく、いろんな円卓会議を設けたり、検討会議を

設けたりして議論をしてまいりました。 
 実は、皆様も新聞報道などでご覧になったかもしれませんが、今、労働政策

審議会雇用環境・均等分科会で、このパワーハラスメント対策について論議を

しておりまして、今週の月曜日、１９日に今後の方向性についての検討のたた

き台といったものが出されております。これに基づき、さらに今後、議論を深

めていくということになっているところでございます。 
いずれにしてもパワーハラスメントについてはこれまでの検討会なり円卓会

議の場で、おおよその定義ができてまいりました。 
 それが、この四角の中に書いてございます「職場のパワーハラスメントとは」

というところでございまして、同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人

間関係などの優越的関係に基づいて、あるいは優位性を背景に、業務の適正な

範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える、または職場環境を悪化させる行

為をいうというふうに定義がなされております。 
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 実は、これをもう少し要素分解いたしましたのがこの図でございまして、ち

ょっとこの画面ではわかりにくいかもしれませんが、皆様のお手元のほうにも

資料がございますのでご覧ください。 
 要素が三つあるということでございます。一つが、優越的な関係に基づいて、

あるいは優位性を背景に行われること。そしてもう一つが、業務の適正な範囲

を超えて行われること。そして最後が、身体的もしくは精神的な苦痛を与える

こと。あるいは就業環境を害することとなっております。 
 優越的関係、あるいは優位性を背景にというところがいちばん難しいかと思

いますが、要は当該行為を受ける労働者が、行為者に対して抵抗または拒絶す

ることができない蓋然性が高い関係。典型的には、上司が部下にということな

んですが、実は必ずしも上司が部下にという場合だけではございません。例え

ば、部下が上司に対して、あるいは同僚に対して行う行為でも、どうしても同

僚とか部下の協力がなければ、その人にとって業務の執行がままならないとい

った、差し迫った、頼りきった関係というか、非常に依存する関係があったり

しますと、それは下から上への、あるいは横へのパワハラもありうるというふ

うな整理がなされております。 
 それから集団、寄ってたかって行うといったものは、べつに上から下じゃな

くても、当然パワーがありますから、これはハラスメントになりうるというこ

とが整理されております。以下、いろいろご説明しているとまた時間がなくな

りますが、この３要素がすべて備えられているということが、まず一つの要件

になってくるわけでございます。 
 そして、円卓会議での議論を踏まえて検討会議でも整理されましたのが行為

類型でございまして、これを六つのタイプに分けてございます。 
 平成２８年度に厚生労働省が委託調査でパワーハラスメントの実態調査をい

たしました。その件数が多い順に、この行為類型を並べておりますけれども、

まずいちばん多い類型が、精神的な攻撃。名誉棄損とか脅迫、ひどい暴言、侮

辱ですね。２番目が過大な要求。明らかに不要なこととか業務遂行不可能なこ

とをやらせる。仕事の妨害をするといったこと。３番目が人間関係からの切り

離し。これは仲間はずしとか、無視とか、隔離でございますね。そして４番目

が個の侵害。私的なことに過度に立ち入る。５番目が過小な要求。このあたり

から、へえ、こんなのもパワーハラスメントなんだと改めて認識をしていただ

く方もいらっしゃるかもしれませんが、必要性がない、非常に能力や経験とか

け離れた矮小な、取るに足らない仕事、程度の低い仕事を命じる。あるいは仕

事を与えないといったことも、ともすればパワーハラスメントの行為類型に該

当してくるわけであります。それから、最後６番目が身体的な攻撃。身体的な

攻撃なんていうのがいちばんわかりやすいわけですが、当然、頻度はそれほど
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多くはないということでございます。 
こうした六つの類型のいずれかに該当するということと、それから、先ほど

ご紹介した三つの要素をすべて含むというようなことが、一つのパワーハラス

メントの判断基準というふうになっているところでございます。 
 じゃあ、こんなパワーハラスメントって、どのくらい起こってるんだろうと

いうことでありますが、個別労働紛争解決促進法でしたか、これは労働局で施

行している法律でございまして、民事上の労使の紛争を労働局長の紛争の解決

の援助なり紛争調整委員会のあっせんで解決しようという目的のものですが、

そのような紛争解決の援助の前に、総合労働相談といった相談のフェーズがご

ざいます。そういうところに相談してこられた件数でいちばん多いのが、いじ

め、嫌がらせのジャンルの相談であるということでございます。パワーハラス

メントに近いような事態が起こったときに、個紛法に基づいて総合労働相談に

お見えになる方が、いかに多いかということがわかっていただけるのではない

かというふうに思います。 
 それから、その他のハラスメントということでちょっとご紹介しておかなき

ゃいけないなと思うのが、ジェンダーハラスメント、それからキャンパス・ハ

ラスメントでございます。お手元の資料には何も書いてございません。申し訳

ありません。 
 ジェンダーハラスメントって何かということなんですが、要は性別役割分担

意識とか、あるいは性別による偏見といったものを言動とか行動で表すもので

ございまして、「所詮、女なんて仕事に集中することなんかできやしないさ」と

か、「だいたい女性が役員になってろくなことはないぞ」とか、そんなことを言

ってみたり、あるいはそういう偏見に基づいて人事をやってみたりということ

もあるかと思います。 
 これとセクハラってすごく区別が難しいんですが、先ほど申し上げましたよ

うに、セクシュアルハラスメントは、きっちり法律の中で定義をし、そこは性

的言動ということで要件が固まっております。ですから、性的言動ではない、

しかしジェンダー、社会的な性に対する偏見に基づいたハラスメントというの

は確かにありうる。それは均等法では明確にはカバーされてないわけです。 
 しかし、このジェンダーハラスメントは、先ほどちょっと言いました性的役

割分担意識というのが、実はセクシュアルハラスメントの温床になっていたり、

その後のさまざまなハラスメントを引き起こす原因になっていたりするもので

すから、均等法上のセクハラに関する相談というのは、こういうジェンダーハ

ラスメントがきっかけになってるようなものも幅広く相談に応じてくださいね

というのが、指針のほうに書かれています。 
 ちょっと難しいんですけど、セクハラそのものではない。しかし、企業の中
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で均等法の措置義務として、しっかり相談体制を整備していこうとなったとき

には、こういうものも排除しないでしっかり耳を傾けて、そして相談に乗って

くださいねというようなことを指針で書いてあるということをわかっていただ

ければなというふうに思うわけです。 
 それから、もう一つはキャンパス・ハラスメントで、これは必ずしも職場の

ハラスメントとは限らないですね。キャンパスの中でも、もちろん雇用の関係

がある場合があります。大学と教員、あるいは教員同士で学部長と平の教員。

これはまさに雇用の分野の関係ですが、それ以外に学生と教員という非常に重

要な、これも優位性、あるいは優越性を非常に想起させるような関係がござい

ます。したがって、実は２１世紀職業財団にハラスメント関係でご相談にみえ

る大学がかなり多いわけです。 
 学生と教員の関係に関しては、これは学校教育法とかそちらの分野の話には

なるわけですが、やはりハラスメントとは何かとか、それからハラスメントは

どうして防止したらいいかといったコンセプトや解決手法というのは、多くは

職場のハラスメントと共通しますので、当財団では、こんなキャンパス・ハラ

スメントも解決のお手伝いをさせていただくことにしております。 
 おそらく皆様のところにも、こんなものが耳に入るかもしれませんので、も

しそういうものがありましたら、２１世紀職業財団でもその解決のお手伝いを

しているよと言っていただけると、ありがたいと思うしだいであります。 
 さて、ハラスメントにつきましては、先ほど事業主の措置義務が均等法、あ

るいは育児・介護休業法に書かれているという話まで申し上げたかと思います。

じゃあハラスメントに関する法律は均等法と育児・介護休業法だけなんですか

となると、実はそうではありません。これまで積み重ねられてきましたハラス

メントに関する裁判例を見ると、もっとひどい、ほんとうに悪質なハラスメン

トになれば、例えばきょうここに掲げてございますような強制わいせつだとか、

強制性交であるとか、あるいは傷害、脅迫、名誉棄損といったさまざまなハラ

スメントは、刑法犯罪に該当するケースがございます。 
 そうなりますと、もちろん親告罪であれば、告訴をもって警察が動き始める

可能性があるわけでございますし、刑法に抵触するような違法行為をやったと

いうことで、民法のほうで損害賠償請求を被害者がしてくるといったこともあ

るわけでございまして、これは、実際にハラスメントを行なった行為者自身が

問われる法的責任のことでございます。 
 あまり語弊があるといけないと思って、某官庁の某次官がセクハラをして、

そこの某大臣が「セクハラを禁止する法律はない」と言ったという話をご紹介

しなかったんですけど、確かにセクハラは、事業主の措置義務だけが法律に規

定されていて、セクハラをしてはいけないという表現での規制は、かかってま
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せん。 
 ただ、先ほど言いましたように、それが刑法犯罪に該当する場合がありうる

ということ。そして違法性のある行為をすれば、それに関して不法行為による

損害賠償請求が、民法に基づいて行われる可能性があるということを申し上げ

たかったわけでございます 
 これが、行為者に問われる法的責任でありますが、じゃあ行為者を雇ってい

る事業主に対して問われる法的責任はどうなるか。先ほど言った均等法は、実

は罰則はないんですね。均等法で措置義務を違反したとしても、罰則はありま

せん。ただ、労働局長が助言・指導・勧告をしたり、企業名の公表まではする

ことができることになっております。育児・介護休業法も同様ですね。 
 ただ、先ほど申し上げたような民法上の損害賠償義務というのは、当然この

ときにもありうるわけでございまして、行政上の労働局長からの制裁というか、

例えば助言・指導・勧告があったほかに、実際発生した損害が、民法に基づい

て損害賠償請求といったかたちで裁判所に出てくる可能性はあるわけです。で

すから、皆様の会社、あるいは皆様が労働保険事務組合としていろんな事務を

請け負ってらっしゃる顧客の会社様が、そういうことになる可能性はありうる

ということでございます。 
じゃあどういう根拠があってそんなことになるんですか。それは、一つは労

働契約法でございます。労働契約というのは当然、皆様ご案内のとおり、労務

の提供とそれから金銭、賃金の支払いというのが、お互いの双務契約として出

来上がっている契約です。賃金を払えばそれですむかというとそうではなくて、

労働契約には賃金支払い義務とともに、労働者の安全を配慮する義務が契約関

係上あるんだということが、労働契約法の第５条に明記されておりますので、

それを怠れば、それは債務不履行になりますねということで、債務不履行によ

る損害賠償責任が企業に発生する可能性があるということになるわけでござい

ます。 
 それから、当然、使用者の責任として、従業員がセクハラをすれば、使用者

責任として不法行為の損害賠償をしなければいけない可能性もありますよとい

うことでございますし、同じことが民法だけではなくて、会社法のほうでもあ

るわけでございます。そういうことが、ハラスメントがいったん起こった場合

に、企業に問われる法的責任ということになってくるわけでございます。 
これはちょっとまた側面が違うんですけども、ほんとうにひどいセクハラを

受けたり、ほんとうにひどいパワハラを受けた場合には、それがもとで労働者

の方がうつ病などの精神疾患にかかってしまうことがありまして、これは労災

保険法に基づいて、業務起因性が認められれば、労災保険が下りるわけでござ

います。 
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 セクハラを受けた方、それから、ひどい嫌がらせ・いじめ・暴行といったい

わゆるパワーハラスメントを受けた被害者の方が、労災保険の支給を申請して

決定した件数というのは、ここにございますとおり、徐々にではございますが

増えているということでございます。 
 その理由として、ほんとうに問題が顕在化してきたのが最近といったことも

あるかもしれませんが、やはり非常に厳しい経営環境のもとで、労働者の方々

についても、仕事をすることがほんとうにつらくなっている。そんな中で、こ

ういう問題がよりきつく感じられてくるということもあるかと思います。 
 以上、ざっと申し上げてきましたけれども、経営者としての、あるいは経営

者をサポートする立場としての皆様にとって、ハラスメントはやはり無視しえ

ない、非常に今日的な経営問題だということが、ある程度おわかりいただけた

んじゃないかというふうに思います。 
 ですので、言わずもがなかもしれませんが、職場におけるハラスメントがな

ぜ問題か、もう一度復習していきたいというふうに思います。 
 まず被害者への影響。これは当たり前ですが、個人の名誉や尊厳が害される

ということがあります。それから、先ほど申し上げましたように、強いストレ

スからの心身の健康を害するといったこともございます。ひどい場合には休職

したり、退職したりということにもなりかねませんので、また最悪の場合は自

殺してしまう。某広告会社の若い女性社員の自殺事件ですね。この事件のよう

に、自殺してしまうといったこともありうるわけです。 
 いちばん現実的問題として心配しなければいけないのは、働く意欲の低下が

あって、能力が十分に発揮できなくなるということです。それは労働者自身の

職業生活にとってほんとうに深刻な問題ですし、経営者にとっても困ることで

す。 
 そして、実は被害者への影響だけではなくて、加害者の方も、いったんセク

ハラ・パワハラ・マタハラをしてしまえば、職場での評価や周囲での信頼を失

う。当然ですね。そして個人として賠償責任を負うこともある。これも先ほど

ご紹介したとおりであります。 
 これまでのお話には出てきませんでしたが、実は懲戒処分といったことは非

常に現実的な問題としてあるわけでございます。 
 実は裁判例でも、このハラスメントで懲戒処分を受けた人が、それを不服と

して裁判に訴えたケースが結構出てきておりますが、やはり近年のすう勢は懲

戒処分有効というふうになる判断が多いわけです。やはり厚労省の指針でも、

そういうハラスメントのケースは厳正な処分をするということを服務規程なり、

就業規則にしっかり書いてください。それは事業主がやっていただく措置の中

の一つですというようなことをうたっておりますので、そういうことはしっか
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り徹底しておかなければ、セクハラなりパワハラは安易な気持ちでやってしま

う人が増えてしまうということもございます。この辺りは、ぜひ頭に置いてい

ただきたいというふうに思います。 
 それから企業への影響ですが、雇用環境の悪化によって、仕事の円滑な遂行

が阻害される。裁判で敗訴すれば損害賠償責任だ。社会的信用がなくなるとい

ったことは、たぶん皆さん、想像がつくと思います。 
 人材流出や採用難といったことも想像がつくでしょうし、裁判となれば、あ

るいはＡＤＲ、労働局の個別紛争解決援助の場面でも、いろんな場合に弁護士

さんに頼んだりしなければいけませんので、その費用、あるいは時間、人事部

がそれに時間をとられるといった、そういう部分が負担として出てくるという

のもあるかと思います。 
さらにぜひここで申し上げておかなければいけないのは、いわゆるＥＳＧ投

資といったことです。株式を上場してる会社が中心になるわけですけれども、

こういう環境（エンバイロメント）、社会（ソーシャル）、ガバナンス、この三

つの要素についてしっかりやっている会社を選んで投資しなさいといったこと

を国連が２００６年に責任投資の原則といったことで提唱しているわけでござ

います。このソーシャルというのが雇用関係の様々な責任を含むものです。そ

れに基づいて、日本でも主だった機関投資家はハラスメントなどの不祥事があ

ったりする企業への投資というのは控えるわけです。 
 ＧＰＩＦ、年金の運用を行っている団体ですけれども、そういうところも、

ＥＳＧ投資の考え方に従ったインデックス投資をするべくそのための指数を採

用したりしているわけです。 
 そうすると、セクハラなどの不祥事により指数銘柄から、言い換えればイン

デックス投資の対象から、ある会社が外れてしまえば、当然その株を買う人が

減ってしまって株価が下がってしまうといったような、いわゆる市場での株主

価値あるいは企業価値も減ってしまうという非常に大きな問題が発生するよう

になってきております。 
 もちろん今の話は株式を上場している大企業に限った話になってしまうわけ

ですけども、ことほどさように、やはり企業のいわゆる社会的責任の遂行を注

視している、そういうステークホルダーが増えてるということをぜひこの際、

申し上げておきたいというふうに思います。 
 それから周囲の影響。これも当然なんですけども、実は思っているよりもず

っと被害者以外の人が心の傷を負ってしまうということがあるんですね。 
 ハラスメントが起こっているのを見聞きすることによって、直接の被害者と

同様の影響を受けることも多い。職場環境の悪化が広がってしまうということ

があるんです。 
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 それから、今、一連のスポーツのジャンルでハラスメントの問題が出てきて、

例えば某アメフト、某器械体操、某レスリング、いろんなところでパワハラの

問題が出てきていますけれども、その中で本人だけではなくて、やっぱり行為

者を止められなかった、あるいは被害者を助けられなかった、そういう無力感

がほかの人たちにも出てきて、ネガティブな感情が出てしまう。あるいは行為

者のほうが非常にパワフルな人の場合は、見て見ぬふりをしたり、助け合わな

い風土になってしまって、これも非常によろしからぬ状況になります。場合に

よってはハラスメントを招いた被害者の方も悪いと言った歪んだ見方を持つケ

ースがないわけではないということで、ハラスメントというものが、ほんとう

にいろんな多方面に影響があるということを、おさらいを兼ねてご紹介をした

わけでございます。 
 きょうのもう一つのポイントとしてご紹介しようと思っておりましたのが、

ハラスメントの背景でございまして、このいちばん背景として言いたいことが、

セクハラ・パワハラ、どっちもなんですけども、労働市場の中身の変質、変化

ということなんです。 
 女性労働者については、増加しているということももちろんよくおわかりで

あるかと思いますが、その中身として、これまでは結婚したり、出産したら労

働市場から退出していた女性労働者が、出産後も働き続けるようになってきて

いる。これがやはり職場環境を変化させているかなりの大きな要因になってい

るかと思います。 
 それから高齢者。もちろんです。そして障害者。さらには介護を抱えている

労働者。高齢化社会ですので、私もそうですけども、高齢の親を抱えて仕事を

している人はいっぱいいるわけです。 
 それから今、これも話題ですが、病気の治療をしながら働き続けている人が

いる。そして外国人労働者もいる。非正規労働者もほんとうに増えている。そ

ういうふうな職場の質的な変化。もっと言いますと、多様性の進展といったも

のですけれども、これがしっかり受け止められているかどうか。 
 実は職場は、一方で多様性が進展しているんだけれども、基幹的な部分の労

働者の人たちは相変わらず新卒一括採用で、女性の割合を増やしてきていると

はいいながらも、どちらかといえば、日本人で、男性で、正社員中心。そして

時間や場所の制約なく、会社から言われれば、あしたから北海道でも九州でも

転勤しますよ、そして残業もどんどんやりますよといった労働者を中心とした

職場運営が、残念ながら大企業を中心にまだまだメジャーになっているわけで

す。変化の遅い日本的雇用システムとも言えばいいんでしょうか。 
 そういう変わらぬ日本雇用システムと多様性というのが、どうしてもやはり

軋轢を生むわけでございます。画一的な価値観や就業感が支配的になりがちな
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こういう日本的雇用システム。実はこれはダイバーシティと対極をなすもので

すけども、そうなると、多様性の理解が進まないままに、多様な人々が職場を

ともにするという状況が発生いたします。そうしますと、やはりトラブルが出

てくる。それがまさにハラスメントということになるわけです。 
 先ほど経営環境の変化を申し上げましたけども、なんでハラスメントが起こ

るかというと、仕事がきついわけです。なんできついか。グローバル化であっ

たり、競争の激化であったり。それからやはり今は非常に株主、ステークホル

ダーとしての株主価値というようなものを重要視しますから、業績主義、ある

いは効率主義も追求されております。 
 そんなこんなで、どうしても一人当たりの業務量は増加する。要は株主価値

を上げるためにリストラをする、人を減らす。しかし企業としては仕事を減ら

さないということになると、当然余裕のない職場になります。 
 そういう職場で社員の人たちを頑張って働かせようとしますと、それは当然、

成果主義ということになって、どんどん成果を出さないと、給料が下がる、場

合によっては解雇されるということになってしまう。チームとして成果を出せ

なかったら困るといったときに、そのチームの中になかなか時間を長く働けな

い人がいたりすると、もう一気に風当たりが強くなってくるといった悪循環が

起きるわけです。ですから今申し上げたようなこの経営環境の悪化も、非常に

大きな背景要因になります。 
そして意識の変化。一方では若者たちは人権意識ももちろん、人権教育をし

っかり学校で受けています。価値観はやはり多様化しています。 
 そして、労働市場の流動化によって帰属意識も希薄化しています。先ほど言

った日本的雇用システムの中で、ずっと勤めるぞという人たちはいらっしゃい

ますけど、正社員をだんだんシュリンクさせてきて、非正規労働者を増やして

きているわけですから、その分、当然、帰属意識の希薄な人たちの割合が増え

ているわけであります。 
 また親にも叱られたことのないような若年者も多い。私は２人息子がいるん

ですけど、あんまり息子を叱った覚えがないんです。甘い母親だったもんです

から。だから息子は、どっちも３０歳代ですけど、きっとパワハラを受けたら、

すぐにしおしおとなってしまうのではないかというふうに、私は今、心配して

ますけど、やはり叱られるという経験は、今の３０歳代、２０歳代はあまりな

いんじゃないかというふうに思います。 
 それからもう一つが今、スポーツの話でちょっと触れましたように、「俺につ

いてこい」とか、それこそ何十年か前の、昔の東京オリンピックのバレーボー

ルの大松監督のように、それこそしごきのようなことをやって、そして金メダ

ルを取らせるなんていうことが価値として認められた時代はもう終わっている
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んですけども、年代によってはまだ重要だと、それが大事だと、それが意味が

あると思ってらっしゃる方がいる。そうすると抵抗感を持っている人とやるほ

うとは非常に軋轢が起こってくるわけであります。 
 それからワーク・ライフ・バランス思考世代の台頭、これはやはり今は２０

歳代、３０歳代の男性社員は育児休業を取ったりすることも抵抗がないという

か、ほんとうは取りたいと思っているわけですね。取れるかどうかはともかく

として。そうするとそういう意識と、上司である４０歳代から５０歳代の上司

との軋轢というのは当然出てくるわけでございます。 
 上司の叱る意識というのをちょっと見ていただきたいんですけども、これは

公益財団法人日本生産性本部が２０１３年に調査したものですが、「あなたが部

下を叱るとき、どういうふうに考えて叱っているんですか」。という設問の答え

です。 
 当然、部下を育成するために叱ってるんだという意識で、上司は叱るわけで

す。ところが部下のほうは、叱られたら、じゃあ一生懸命、もう今度は叱られ

ないように頑張ろうと思うんじゃなくて、やる気を失ってしまうというわけで

す。 
 そうすると叱る意味もないし、叱ったことに対する恨みというか、ネガティ

ブな反応もあるしということで、ああ、叱るという行為は非常にリスキーで、

よっぽど注意していかなきゃいけないなということがここでもわかります。叱

るなと言ってるわけじゃないんですけど、こんなこともあるわけでございます。 
 それから最後に、これがいちばん私が申しあげたいことですけども、これは

セクハラだけじゃないんです。パワハラなんかにも出てくるんですが、あるい

はマタハラにももちろん出てきますが、女性の幸せは結婚なんだとか、男は仕

事、女は家庭といった、そういった考え方がどうしてもまだまだ心の奥底から

抜けない。 
 職場に女性がいれば、昔は職場の花といったけど、今はそんなことを言っち

ゃいけない。でもなんとなくパートナーとか、一緒にまったく同列で働く相手

だと思わずに、なんとなく意識として、かわいい子が来たね、なんて思ってし

まうという。この辺りもやはりハラスメントの土壌になりますし、子どもを産

んだり、妊娠したりしたら、もう仕事はなかなかできないんだよという決め込

み、決めつけなんていうのも当然パワハラの、あるいはセクハラの、マタハラ

の温床になります。 
 いちばん今、私が心配してるのは、男性の育児・介護を男のくせにと阻害す

るハラスメントです。性別役割分担の考えで、「女がやるべきなのに、なんでお

前がやってるんだ。男がやるべきじゃないだろう。」ということで、その男性に

対してハラスメントが起こるというのは、これは本当にその男性にとっても問
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題なんですけども、その人の配偶者、家族、それから周りの育児休業を取ろう

と思ってる男性なんかにも、深刻な影響があります。 
 日本だけではないかもしれませんが、日本はどうしても、主に育児は夫では

なくて妻がやるんだという思いを持ってる人の割合が非常に多いということが、

このグラフでわかります。それを今すぐ変えるのは難しいのでしょうが、そう

いうバイアスが自分の頭の中にあるんじゃないかなということを、もし管理者

の立場に立たれた方は頭に入れていただく必要があります。 
 そんなことをなくしていこうというんで、国ではイクボス宣言というのを一

生懸命やってます。これは厚生労働省がはじめじゃないんですけど、２０１６

年１２月に当時の塩崎厚生労働大臣が宣言してます。 
 ここでも「えっ、男なのに育休？などとは、絶対に思いません」なんていう

ことが宣言されておりまして、イクボスというのをしっかりやっていこうとい

うのは、今、全都道府県に広がりを見せておりますし、個別企業にも声を掛け

てやっていただいているところでございます。 
 社会的認知度の上昇。このハラスメントの背景として、認知度の上昇といっ

たことを整理させていただきました。ハラスメントの法制化などの歴史を整理

しておりますので後程ご覧下さい。 
 きょうは詳しく説明する時間がありませんが、流行語大賞になった８９年が

実はセクハラの違法性を認めるリーディングケースとなった「福岡出版社セク

ハラ判決」の事件が最初に提訴がされた年なんです。１９８９年に提訴されて、

そして１９９２年に判決が出たわけでございます。これはいわゆる情報誌を出

していた会社で、非常に敏腕の女性編集者に対して、それに少し妬んだ男性が、

あることないこと、その性的なうわさをばらまいたということで、女性が最終

的に辞めざるを得なくなって、行為者と会社に対して不法行為による損害賠償

請求をしてそれが認められたという。これがリーディングケースとなっている

わけであります。 
 また、某自動車会社の米国現地法人のセクハラ事件は、アメリカで訴訟が起

き某会社自動車の不買運動になるような事件になりまして、これは非常に大き

く報道されました。 
 この二つの訴訟がきっかけとなってハラスメント、特にセクハラ問題が日本

で非常に認知されることになったということでございます。 
 あとは法制的な整理をここに書いてございますので、後ほど見ていただけれ

ばというふうに思います。 
 そして、ハラスメントの課題と最近の動きになるわけでありますが、ずっと

ご紹介してまいりましたように、セクハラ・マタハラについては法律に根拠が

あります。定義規定もございます。 
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 しかし、確かに某財務大臣は正しいんです。これらの法律はセクハラを直接

禁止する法律ではなく、企業が職場でセクハラが起こらないように防止したり、

起こったときの対応をすることを義務づけた措置義務なんですね。マタハラも

そうです。 
 さらに、パワハラについては、措置義務の規定すらない。それは問題ではな

いかということで、円卓会議や検討会議という形でずっと議論がなされてまい

りました。そしてそれまでの検討会議の報告などを踏まえて、今、労働政策審

議会雇用環境均等分科会であるべき施策について検討中ですが、１１月１９日

の提出資料によりますと、やはりパワハラについては措置義務を法制化するこ

とについて、議論をさらにしていこうということになっているようでございま

す。 
 措置義務にして、指針を設けてという、今までのマタハラやセクハラと同じ

構造のことを法制化していこうではないかといったこと。あるいはセクハラに

ついても、セクハラそのもの、マタハラそのものを直接の禁止規定にしろとい

うのは、ちょっともう少し中・長期的な検討課題だねといった内容です。一方

でセクハラの相談に行ったことを理由とした不利益取り扱いなんかは、禁止し

てもいいんじゃないのといったそんな議論も整理されて、厚生労働省のホーム

ページに載っております。 
 ご関心の向きは、ぜひホームページをご覧いただくと、ああ、こうなるのか、

こんな議論が今後なされるんだなということがご理解いただけるのではないか

と思いますし、女性活躍推進法も改正するんだという方向でいろいろと改正ポ

イントが整理されております。 
 雇用環境・均等局は大変ですね。当然、労働局の雇用環境・均等室も本当に

これからまた忙しくなるかと思いますが、またそういう法制的な対応を今後さ

らに詰めていくということでございます。 
 最後に、経営課題としてのハラスメント対策についてお願いをしたいと思い

ます。１から６に書いてあることはすべてセクハラ指針、マタハラ指針、法律

を根拠とした指針に書いてあることでございまして、いまさらもう一度申し上

げることはないわけですけども、ぜひ、やはりセクハラは許さない、マタハラ

は許さない、パワハラも許さないといった方針をトップ自らが明確化し、それ

を周知啓発するという、まず土壌づくりをしてもらいたいということ。そして

相談には丁寧に、適切に、幅広く対応していただきたいということ。さらに実

際に何か事件が起きたら、迅速に対応するということと、ここで、先ほど申し

上げました処分。もちろん行き過ぎてもいけませんが、きちっとあらかじめ定

めた就業規則・服務規程により厳正な処分をして、そして行為者にも謝罪させ

る等々の措置を取り、再発の防止をする。 
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 そして、もちろん背景の要因も解消する。その中ではプライバシーの保護を

するとか、相談者、協力者への不利益取り扱いを排除するといったさまざまな

段階での配慮をきめ細かく、会社のほうで目配りしていただくということが、

やはり今後のハラスメント対策としての重要なポイントではないかというふう

に思います。 
 そういうことをすることによって、何ができるのかということですが。これ

は２１世紀職業財団で常日頃言っていることでございますけれども、ハラスメ

ントというのは、ハラスメント対策推進が単体で価値があるんじゃないんです。

これは働き方改革とも、ずっとお話ししてまいりましておわかりいただけたよ

うに、非常に関係のあるものです。そしてダイバーシティの推進にも非常に関

連のあるものです。 
 これは、別にどちらかが欠けてもいいものではありません。そして、これを

可能とするには、適切な組織運営というか、ガバナンスが必要です。 
 またウェルビーイングと書いてあるように、やはり労働者オリエンティッド

な労働者の福祉をしっかり見つめていくという姿勢も重要だということで、こ

れらの星印がバランスよく、しっかりと取り組まれている企業こそが、しっか

りした経営であるというふうに私は信じておりますので、ぜひ皆様には、顧問

先の企業様にそういう経営をしていただけるようなご支援をお願いできればと

いうふうに思います。 
 そのために、私どももいろいろお手伝いができますので、ぜひご利用くださ

い。 
 実は２１世紀職業財団はテキストもいっぱい出版しておりまして、先ほどの

佐野所長のところに言っていただいてもいいんですが、非常に簡便な手引きで

あったりハンドブックもございます。今、非常に売れ行きがいいのがＤＶＤ。

ビジュアルにいろんな事例をご紹介して対応策を学んでいただくようなＤＶＤ

もあります。 
 また、実はこの『ハラスメントゲーム』という冒頭ご紹介したテレビの番組

では、コンプライアンス室にハラスメント防止のポスターが貼られているんで

す。このコンプライアンス室に貼られておるポスターというのは、実は当財団

の作成したポスターでございまして、こんなものも販売しているわけでござい

ます。 
 最後は宣伝になってしまいましたけども、ぜひ、今、労働問題、ほんとうに

いろんな分野で注目されておりまして、おそらく労働局長様はじめ、労働行政

の皆様は忙しくて大変だと同時に、張り切っていると思います。その労働行政

にご支援をいただくことを改めてお願いを申し上げまして、私のほうのお話を

終わらせていただきます。 

－ 21 －
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 ご清聴いただきまして、大変ありがとうございました。 
 
 

－ 22 －
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